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概　　要

この論文の目的は,特許の質と特許の陳腐化率および特許の価値を調べることにある.

特許の質と陳腐化率および特許の価値を実際のデータから計測して,特許の質が陳腐化率

と特許の価値をどのように規定しているか明らかにする.そして特許の価値をもとめる.

また質がどれだけの価値を持っかを計測して明らかにする.

この論文では,特許の陳腐化率と初期の価値のパラメータを推定して得ることにより,

特許の価値を質を考慮して定量的に求めた.そこで特許の質についても定量的に評価額を

求めることができ,社会的にも有用である結果を得た.

推定した結果,すべてのパラメータについて有意な推定結果を得た.化学産業と医薬品

産業に関しては,陳腐化率が高く,初期の価値も高い値であった.特許の質を考慮すると,

化学産業と医薬品産業では,大きな影響があった.特に被引用が7以上の特許については,

価値がはなはだしく大きかった.
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と特許の価値をどのように規定しているか明らかにする.この分析は,質が考慮された特

許の価値について理論的に定式化して導き,現実のデータを使用して,特許の陳腐化率と

初期の価値を構造パラメータとして推定する.そして特許の価値をもとめる.次に特許の

質によって陳腐化率,初期の価値,特許の価値がどのようになっているか比較し検討する.

特許の質は,この研究では,被引用数で評価する.特許にとって質がどれくらい重要であ

るか,また質がどれだけの価値を持っかを計測して明らかにする.

Schumpeter (1942)以来,企業の競争･成長にとってイノヴェーションは,大変重要で

あると認識されている.その関心は,近年の内生的成長理論(Grossman and Helpman,

1991)や企業戦略理論(porter,1990)でも続いている.企業は,イノベーションのための,

研究開発を盛んに行うが,それがすぐ模倣されては,研究開発のインセンティブは損な

われ,産業･国家の競争力の低下を招く,そこで特許として権利が保護されている.市場

は,企業の価値を判断する際に,多くの要因を参考にするが,特許もその一つとする,重

要な特許は,その企業の市場における価値を高めることになる.

特許に関する分析としては,企業価値をト-ビンのqで表して,企業価値と特許に関

する関係を調べるという分析が, Griliches (1981)以来行われている.この種の分析は盛

んに行われており,日本においてもHanedaand Odagiri (1998)がある.また生産関数

や費用関数の中で特許を含めて分析している場合もある.またこれらの分析から派生して,

特許と企業の収益性,市場構造,企業成長などの分析も行われている.こうした分析は,

特許にはある種の価値が存在しているため,それがそれぞれに効果を及ぼすということで

ある.そこで特許の持っ価値は,その特許の生産,費用,企業価値,収益性,市場構造,

企業成長へのインパクトによって計測されるということができる.しかしながら,もしそ

うであればより直接に特許の価値を調べることが明解であろう.

近年は,特許に関する重要性が増している.それは,第一に,特許の発明人によるいわ

ば発明者利益の要求が企業に対しておこなわれたり,企業間の特許に関する紛争や,パテ

ントプールなどで特許費用の算定をする場合などに,特許の価値が把握できていることが

望ましいからである.第二に,企業の価値には,無形の資産である特許の価値を含める必

要がある.したがって企業の価値を正確に測るためには,特許の価値をより正確に計測す

る必要がある.またそれは企業間合併の場合にも必要になる.合併の際には,正確な企業

価値の計測が必要になる.そうした場合の無形資産の正確な計測は重要である.

こうした分析を行うには,特許データの作成方法に問題が存在していた.はじめは,ど

の特許も価値は同じとされていた.しかし本来特許は一つ一つ質が異なるはずである.そ

こで,特許の被引用数により特許の質を考慮しデータを作成した. Hall, Jaffe and

Trajtenberg (2005)は,米国の被引用のデータを作成して,ト-ビンのqで表される企
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業価値の決定に有意な貢献をしていることを,実証的に明らかにした.

また従来,研究開発や特許のスットク化されたデータは,作成方法が限定されていて,

陳腐化率(減耗率)が任意に与えられていた. 10, 15, 20%が想定されていた場合がほとん

である.しかしながら陳腐化率は,産業や企業によって異なっている可能性があるし,特

許に至っては特許ごとに異なる可能性がある.また陳腐化率は,特許の価値を示す指標に

もなるため重要な変数である.

この論文の目的の一つは,日本における特許の陳腐化率をはかることにある.特に,わ

れわれは,特許の陳腐化率のより適切な測り方を提案する.さらにわれわれは先行研究で

計測された陳腐化率との比較を行う,

特許に関する分析は, Grilichesの先駆的な研究からなされているが,登録特許や研究

開発が,イノベーションを反映しており,企業の生産活動や収益に貢献している考えられ

ている.近年でもそうした分析は行われている(Hall, Jaffe and Trajtenberg, 2005).近年

ではさらに質を考慮した特許のデータを作成した分析が行われており,特許を分析すると

きには質を考慮することが重要であることが確認されている(Hall, Jaffe and Trajtenberg

(2005)). Hall, Jaffe and Trajtenberg (2005)らの質を考慮した特許のデータの作成方法

は,過去の研究と比べてより適切な方法であった.しかしながらまだ不十分な点が残され

ており,その一つは,特許をストックとみたときの陳腐化率(減耗率)に関するものであ

る.過去の研究では,特許ストックのデータの作成方法は,陳腐化率を10%か15%に設

定してperpetualinventorymethodによるものであった.しかしながら特許ストックは,

陳腐化率の影響を強く受けるため,特許ストックの作成おいて陳腐化率は重要な役割を果

たす. Parkes and Schankerman (1984), Schankerman (1998), and Nadiri and Prucha

(1996)らの研究以外は,陳腐化率には,注目していなかった.しかし,陳腐化率を使っ

て,特許の価値を計測することが可能になり(Schankerman, 1998),したがって特許の価

値を計測することは,特許や研究開発の経済分析のために有益である,

Parkes and Schankerman (1984)とSchankerman (1998)は,陳腐化率を計測した最

初の分析である.かれらの方法は,特許の価値と特許登録の更新費用との関係を使って特

許の更新確率を推定するというものである.日本では,後藤,本城,鈴木,滝野沢(1986)

と中島,新保(1998)が,日本における特許の陳腐化率を計測している.後藤ら(1986)

の陳腐化率の計測方法は, Bosworth (1978)の方法によっている.中島,新保(1998)の

方法は, Parkes and Schankerman (1984)とSchankerman (1998)の方法と同じである.

しかしながらデータは集計データであり,推定結果も有意ではないため問題が残る.

われわれの研究は, Parkes and Schankerman (1984), Schankerman (1998)をもとに

している.彼らは更新料金を連続変数と仮定している.しかしながら一般には,更新料金
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は登録期間に対して連続変数ではなく,離散的な変数である.更新料金は実際, 3年また

は5年ごとに改訂される.したがってわれわれの研究は, ordered probit modelを採用

することによってParkes and Schankerman (1984)とSchankerman (1998)の分析か

ら発展している. ordered probitmodelの採用により,われわれは,非連続な更新料金

を考慮することが可能になる(Bessen, (2008)).さらにわれわれの分析が彼らの分析と決

定的に異なるのは,質を十分に考慮して,質の重要性を明らかにしていることである.

以下では, 2節において,陳腐化率に関する研究の概観がなされ, 3節でモデルの説明

がなされ, 4節においてデータの説明がされる.実証結果が5節において論じられ,最後

に結論が述べられる.

Ⅱ.陳腐化率の先行研究の概観

技術知識の陳腐化率を計測した実証研究には,企業へのアンケート調査に基づくものと,

特許更新率(patent renewal rate)に基づくものがある.前者については,知的財産研究

所(1994)によるものがあり,産業全体の技術知識の陳腐化率を10.2%,製造業のそれを

9.8%と推計している.こうしたアンケート調査により,多くの実証研究では技術知識の

陳腐化率を10%程度と仮定する場合が多い.

特許更新率を用いて技術知識の陳腐化率をはじめて推計した実証研究に, Bosworth

(1978)がある.現代の先進国における特許制度には,登録更新制度が設けられている.

特許の登録更新には特許料が課され,しかも登録期間に比例して特許料が上昇する仕組み

になっている.このため,特許権者は最適な特許保有期間の選択に迫られる.一般に,技

術知識の陳腐化率が低くければ登録期間は長くなり,逆にそれが高ければ登録期間は短く

なると予想される,この点に着目したBosworth (1978)は次のような推計モデルを用い

てイギリスにおける技術知識の陳腐化率を10%程度と推計した.

ln(gs / go) -ao+alS (1)

ここで, Sは登録からの経過年数, goは登録時の特許数, gsはSにおいて権利が存続し

ている特許の割合を意味する. gs/goは, Sにおいてまだ登録が維持されている特許の割

合を意味するので,これは特許更新率と呼ばれる.この特許更新率の対数値を登録からの

経過年数で回帰し,推計された係数α1の絶対値を技術知識の陳腐化率とみなすのである,

しかし,特許更新率は,企業の最適な登録期間の選択という意思決定に基づいて生成さ

れているデータなので,実際に観察される更新率のデータには技術知識の陳腐化率以外の
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情報が数多く含まれている点に注意する必要がある.そこでここでは,企業はどのように

最適な登録期間を決定しているのかを考えてみよう.

出願時から審査請求時点までの時間距離をl,審査請求時点から登録時点までの時間距

離,すなわち審査期間をr,登録期間をSとする.出願時における特許の私的価値(出願

者が特許取得によって得られる金銭的価値)をVと表わす.ここでは,特許の私的価値は審

査請求時点から発生すると考える.審査請求時点から権利消威時点までに発生した特許の

私的価値の累積を｢特許保護の私的価値｣と呼ぶことにすれば,特許保護の私的価値から

登録期間中に支払った設定納付金と維持年金の累計を控除した特許保護の純私的価値ZTは,

方- Ve-6l I.re~ 6tdt+ Ve-♂(l･r').selSldt- CIoseQldt　　　　　　　(2)

と表わされる.ここで, ∂は技術知識の陳腐化率, Cは設定納付金, ¢は維持年金の増加

率を意味する.最適な登録期間は,特許保護の純私的価値7Tを最大化するように選択され

ると考えられる. (2)式をSについて微分し,最大化の1階の条件を求めれば,

慧- ve-"l･r･S)- ce¢8- 0　　　　　　　　　　(3)

となる.すなわち,特許の私的価値と維持年金がちょうど等しくなる時点まで特許登録が

維持される. (3)式より最適登録期間S*は,

S･ = ln(V/CDJ 6,(i+r)
∂+¢

(4)

と計算される. (4)式より,陳腐化率が高ければ最適登録期間は短くなり,逆にそれが低

ければ最適登録期間が長くなることがわかる.しかし,最適登録期間は,陳腐化率のみに

よって決定されるものではない.まず,出願時の特許の私的価値Vの大きさに左右され

る.また,設定納付金Cや維持年金の増加率¢の変更も最適登録期間に影響する.さら

に,審査請求から登録までの期間(i+r)も最適登録期間に影響してしまう.

(4)式が示しているように,登録期間は様々な要因の影響を受けているので, Boswortb

(1978)のアプローチによる陳腐化率の推計には,次のような問題がある.

第1に,特許の私的価値Vの違いが考慮されていないので,仮に陳腐化率が同じでも,

特許の私的価値が高いものを多く保有している産業や技術分野の陳腐化率は低く,それが

少ない分野の陳腐化率は高く推計されてしまう.

第2に,設定納付金や維持年金の改定は最適登録期間に影響するので,陳腐化率の推計

にバイアスが生じてしまう.たとえば,維持年金が引き上げられると最適登録期間が短期

化するので技術知識の陳腐化率は高く推計されてしまう.

第3に,出願･登録ラグ(i+r)の特許による違いが陳腐化率の推計に影響してしまう.
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出願･登録ラグは産業分野や技術分野によって大きく異なることが知られている.したがっ

て,出願･登録ラグが長い特許を多く保有する産業分野や技術分野ほど,登録時の特許の

私的価値が低くなり,その結果最適登録期間は短くなるので技術知識の陳腐化率は高く推

計されてしまう.

特に日本では設定納付金や維持年金が頻繁に改定されており,諸外国に比べて出願･登

録ラグが長いので第2と第3の問題は深刻化する.

Bosworth (1978)のアプローチによる陳腐化率の推計が持つ第1と第2の問題を克服

した推計モデルがPakes and Schankerman (1984)によって考案されている.彼らの推

計モデルは以下のようなものである.

いま, 0年に登録された特許の私的価値をVoとしよう.登録からの経過年数Sにおい

て,維持年金が支払われ登録が継続される条件は,

Vo(1-6)S≧ C(1+¢)S (5)

と表わされる.ここで,特許の私的価値は毎年∂で陳腐化し,維持年金はゆで増加する.

また,登録時の特許の私的価値Voは,平均と分散が一定の確率分布に従っていると仮定

される.これは,先のBosworth (1978)のアプローチによる陳腐化率の推計が持っ第1

の問題を克服するために仮定されている.特許の私的価値の分布は,次のような対数正規

分布に従うと仮定される.

InVo-FL+e, e～N(0, 02)

ここで, pは特許の私的価値の分布の平均値, 02はその分散を意味する.

(5)式を変形すれば,

vo ≧ I(S), I(S)-C (fB)S

となるが,特許の価値の分布は対数正規分布に従うので,

1nVo-p > 1nz(S)-〟

(7　　　　　　　　(7

(6)

(7)

(8)

の左辺は平均ゼロ,分散1の標準正規分布に従う. (8)式右辺の閥値を上回る分布の面積

は,登録期間Sで登録が維持されている特許の割合,すなわち登録更新率を意味する.し

たがって,標準正規分布の累積密度関数をF( )で表わせば,

F-1 (1一昔)-一昔+‡ln(C(1+め)2)一言ln(1- 6)
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となる.登録更新率gs/g｡,維持年金C(1+¢),登録期間Sはいずれも観察可能なデー

タなので, (9)式を用いれば特許の私的価値の分布の平均や分散,そして技術知識の陳腐

化率が推計される.

Bosworth (1978)による技術知識の陳腐化率に関する推計式(1)と, Fakes and

Schankerman (1984)による推計式(9)を比べると, (9)式には登録時における特許価値の

違いが考慮されているので,先に指摘したBosworth (1978)推計の第1の問題が解決さ

れている.また,説明変数に設定納付金や維持年金が加えられているので,第2の問題も

解決されている. Pa塩es and Schankerman (1984)は以上のような推計モデルを用い,

フランス,イギリス,オランダ,スイスの登録更新率のデータから,技術知識の陳腐化率

を25%と推計した.

Ⅲ.モデル

この章では,われわれのモデルについて述べる.われわれのモデルは, Pa汝es and

Schankerman (1984)とSchankerman (1998)を基礎としている.したがって,特許の

価値が更新コストより大きいかどうかという意志決定を前提にしているモデルである.彼

らのモデルは,意志決定を連続変数と仮定して分析していたが,われわれは,離散変数と

して分析する.

特許保有による初期の収入をro,特許登録の権利確定からの(i+1)の更新コストを

C(i+1)とすると,企業iが保有する特許を更新する意志決定は,以下の条件で判断される.

ro,,(1- 6.)I+t ≧ C(i+1)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(10)

ここで6Lをi企業の特許の陳腐化率,出願から登録までの期間をlとする.　この条件は,

ある時点において特許の価値は,初期の価値から,陳腐化率にもとづいて,陳腐化した部

分を除いた価値が,保有コストよりも大きいということを示している.

次に,更新コストhuを定義するが,まず更新コストは,現実の期間が, 5期間に分け

られるため,その5期間を以下のように定義する.

hLJ　-

hll-1　t≦2

hz2-2　2<t≦5

his-3　5<l≦8

h14-4　8<t≦11

h51-5 11<t
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更新コストは,上記の5期間ごとに異なっており,連続には変化しない,この点は,

Pakes and Schankerman (1984)とSchankerman (1998)と異なるところである.そこ

でこの5期間に対して,更新コストが,以下のように定義される.

C(i+1)-

C(1) t≦2

C(2) 2<t≦5

C(3) 5<t≦8

C(4) 8<t≦11

C(5) 11<t

この枠組みで,実証分析のために,モデルの操作をおこなおう.まず初期の特許の値に

関して,以下のように定義する.

lnTTo.i-PL+ a (12)

これは,初期の特許の値が,平均FL乙で,撹乱項がEの対数正規分布にもとづいている

ことを示している.

ここで, zl(i)を与えられた更新コストの下で,特許の登録を更新する確率とすると,

その確率は以下のように書ける.

zL(i) ≧ illn c(汁1)-(1+i)1n(1- a)- p]　　　　　(13)

標準正規分布の累積密度関数をF()とすると, i番目の特許が,それぞれの期間内で特

許の登録を行わない確率は,以下のようになる.

Pr(hu- 1)- F(Z(3))

Pr(hl,- 2) - F(I(6)) - F(I(3))

Pr(hl,- 3)- F(I(9))- F(I(6))

Pr(hlJ- 4) - F(I(12)) - F(I(9))

Pr(hl- 5)- 1 - F(I(12))

この確率にもとづいて,以下のような尤度関数が書ける.

TL  5

l.(6,Fl, U)- ∑ ∑ llht, -j]1n[PrL(hi,)]
i-I)=1

この尤度が最大になるようにそれぞれのパラメータの値を決定する.
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Ⅳ.データ

われわれは, 101社の日本企業についての特許のデータを作成した.以前は日本では,

特許のデータベースは,存在していなかったが,後藤,元橋(2005)によって, "知的財

産研究所データベース(IIPDataBase)"という特許データベースが作成された.われわれ

はそのデータベースにもとづき101社の大企業が1985年に登録したデータを分析してい

る.後藤,元橋(2005)による"知的財産研究所データベース(ⅠIPDataBase)"は,もと

もと文書データであった特許の申請書から統計的な分析が可能になるように数値データを

抽出したものである,この種データベースは,米国においては, NBERの特許データベー

スが存在しているが,質的な情報をはじめとして米国のデータベースよりも優れている点

が多い.このデータベースの出現により,特許申請者にとって有用な情報が得られやすく

なったというだけでなく,研究者にとってきわめて重要な存在であり,このデータベース

の存在によってわがEgの特許に関する実証分析が可能になったといってもよい.

Ⅴ.結果

図1は特許更新確率を示したものである.更新確率は, 15年間単調に減少していく.

図1更新確率
更新確率
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登録更新率は, 1年から3年までは,産業間でほとんど違いはないが,医薬品の登録更新

率が比較的高い. 4年から9年の間では,医薬品の登録更新確率が最も高く,ついで精密

機械産業の登録更新確率が高かった.その反面化学産業の登録更新率がやや低く,輸送産

業の登録更新確率が最も低かった.医薬品と輸送機械産業の登録更新率の差は,最大で約

0.2%ポイントであった, 9年以降はやはり医薬品産業の登録更新率が比較的高く,精密

機械産業の登録更新率が比較的低かった.全体の10%の特許が, 3年以内に廃棄され,全

体の90%の特許が, 12年後までに廃棄される.全体の半数の特許が7年から9年以内に

廃棄される.

ドイツ,フランス,英国,米国に比べて日本の特許の廃棄率は比較的高い.これは,更

新コストが登録の更新の継続によって上昇し,特に10年後はかなり高いことによる.特

許の登録を維持するためには,維持年金を支払う必要がある.そこで維持年金の金額と特

許の価値が見合わなければ特許は更新されなくなる,したがって特許の価値と樽許の維持

年金の額によって特許の更新確率は決定される.

表1日本における維持年金の推移(1985年登録特許)

円　200000

180000

160000

1 40000

120000

1 00000

80000

60000

40000

20000

0

1　　2　　3　　4　　5　　6　　7　　8　　9　10　11　12　13　14　15

年数

維持年金の額が表1にある.維持年金は, 3年間は同じ金額であり, 3年ごとに改訂さ

れ,登録期間とともに幾何級数的に増加する.特に10年冒, 13年目の金額は大きな金額

である.したがって最終的な維持年金の金額は,初期の維持年金の26倍という大きな金

額になる.維持年金は,特許に関する事務手数料という意味あるだろうが,より本質的に

は,特許技術の公共財への転換を促進するためのものである.維持年金が存在しなければ,
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法定満期(20年)まで特許権は維持されるだろう.そのため新しい技術が社会的に広まっ

ていくことを抑制することになる.そこで維持年金は特許制度において重要であることが

わかる.

表2-1推定結果(基本モデル)

医薬化学電気機械精密機械輸送機械 

♂ ���#sHﾍ���3#2｢｣��#C"｢｣��#CXﾍ���#c�｢｢�

(0,092)(0.036)(0.021)(0.021)(0.104) 

〟 釘緜�2｢｣R經�8ﾞS2繝s瑛ィﾃ�Cbr｣2纉�b｢�
(1.929)(0.803)(0.417)(0.428)(2.014) 

(7 ��繝ッ｢｣"�#Sr｢｣�纉CB｢｣�繝SB｢｣"��3"｢｢�
(0.413)(0.181)(0.099)(0.093)(0.539) 

対数尤度 蔦3sRﾓ2ﾃsCrﾓ津c�bﾓ津S#BﾓSヲ�

特許の価値 �2ﾃC�SrﾃゴC�ﾃs�32ﾃ�#C�ﾃs#b�

サンプル数 �#cS"ﾃSssbﾃC�#bﾃS�C3�"�

平均出願登録ラグ 澱緜�#r�#sSr��Cビ紊C#b緜c��

平均登録年数 涛涛湯�

症)カッコ内は標準誤差,籾は5%有意,串は10%有意を意味する.特許の価値は,万円.

推定結果が, 2-1にある.すべてのパラメータがすべての産業で期待された符号で有意

である.化学産業の推定された陳腐化率はかなり高い.他の産業間ではそれほど推定され

た陳腐化率に違いはない.化学産業以外の推定された陳腐化率は, 24%程度である.

後藤他(1986)によって推定された日本のマクロの陳腐化率は, 19%であった, Parkes

and Schankerman (1984)では,産業平均としての推定された陳腐化率は25%であった.

ParkesandSchankerman (1984)では,英国,フランス,ドイツの推定された陳腐化率

紘, 11%から26%であった. Schankerman (1998)で推定された陳腐化率は, 4%から19

%であった.これらの推定された陳腐化率は,われわれが日本について推定したものより

低い値といえる.

特許の初期の価値に関しては,化学産業が最も高く,電気機械産業が最も低かった.化

学産業に次いで医薬品産業の初期の価値が高かった.化学産業と医薬品産業の2産業が特

に特許の初期の価値が高かった.電気機械産業,精密機械産業,輸送産業に関しては,そ

れほど初期の価値の値に違いはなく,初期の価値の値については,高いグループと低いグ

ループに2分されている.

特許の価値については,化学産業が最も高く,医薬品産業と精密機械産業でついで高かっ

た.化学産業と医薬品産業に関しては,陳腐化率が高く,初期の価値も高い値であった.

これらの産業では,特許がその特許単独で使われることが多く,特許の価値がより高い.

電気機械産業などは,組み合わせの技術が多いため,特許単独での価値は相対的に低いと
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考えられる.陳腐化率が高いのは,技術水準の進歩がより早いことを示している.

表2-2　推定結果(被引用数を考慮した基本モデル)

医薬化学電気機械精密機械輸送機械 

♂ ���3#2｢｣��3#�｢｣��#Sい｣��#SB｢｣��#cい�

(0.109)(0.035)(0.022)(0.021)(0.106) 

const 迭紊迭｢｣R�#CB｢｣B��sr｢｣B��C"｢｣2纉Sbｨｿ��

(2.392)(0.762)(0.440)(OA32)(2.045) 

被引用数 ����C�｣��#32｢｣����B｢｣�����｢｣���迭｢｢�
(0.080)(0.031)(0.010)(0.018)(0.046) 

(7 �"���2｢｣"��湯｢｣"���い｣�繝c弔｣"ﾃ�c�{��

(0.517)(0.174)(0.105)(0,094)(0.552) 

対数尤度 蔦3s"ﾓ2ﾃc唐ﾓ津ScBﾓ津C3bﾓSビ�

特許の価値 途ﾃ���Rﾃc�c"ﾃ�sS"ﾃ�#��ﾃssr�

サンプル数 �#cS"ﾃSssbﾃC�#bﾃS�C3�"�

症)カッコ内は標準誤差,榊は5%有意, *は10%有意を意味する.特許の価値は,万円.

初期の価値として,被引用を考慮した推計結果が,表2-2にある.陳腐化率の値は,医

薬品で最も大きく,ほぼ同じ値であるが化学がわずかに低く32%で,他の産業は,いず

れも25-26%であった.医薬品産業の陳腐化率は,被引用が初期の価値に影響する要因と

して考慮した場合は,それを考慮しない場合と比べて,かなり大きくなっている.他の産

業の場合はそれほど大きな違いはない.次に初期の価値についてみていこう.初期の価値

については,被引用を考慮して被引用と定数項に分けた場合の,被引用の項と定数項の値

の合計は,医薬品産業が最も大きく,次に化学産業が大きかった.他の産業はそれほど違

いがない値であった.次に被引用の値だけをみていくと,被引用の値は,化学産業で最も

大きく,ついで精密機械産業が大きかった.電気機械産業と,輸送産業はいずれも低い値

であった.被引用を考慮しない場合の結果と比べると,電気機械と医薬品の陳腐化率およ

び初期の値が大きくて,他の産業は,低いというのが共通な結果である,

特許の価値は,医薬品産業が最も大きく,最も小さい輸送機械産業の4倍以上になって

いる.化学産業も大きく,最も小さい輸送機械産業の3倍になっている.電気機械産業は,

精密機械産業とほぼ同じであった.特許の価値は,陳腐化率と初期の価値と割引率で決定

される.この結果では,陳腐化率が大きい産業は,初期の価値も大きい産業であったため,

陳腐化率,初期の価値の結果と同傾向の結果になっている.

被引用を考慮していない推定結果では,化学産業が最も大きくて次に医薬品産業が大き

かった.被引用を考慮した推定結果では,医薬品産業が最も大きく,次に化学産業が大き

かった.したがって,化学産業と医薬品産業において特許の価値が大きいことがわかる.

逆に電気機械産業と輸送機械産業では,どちらの推定結果でも特許の価値は低いという結
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表3　推定結果(被引用あり･なし別)

栗になっている.

医薬 �ｸｧr�-電気機械 ��泳xｴ�､"�輸送機械 

被引用あり被引用なし 儂ﾘ初w�*�.丑ﾘ初w�,�+R�被引用あり被引用なし 儂ﾘ初w�*�.丑ﾘ初w�,�+R�被引用あり被引用なし 

♂ ��經32｣�����｢｢�0.405**0.252** ���#sb｢｣��#3B｢｢�0.277**0.222** ��紊湯｣���sR｢｢�

(0.285)(0.067) 茶���cr辻����3ｒ�(0.031)(0.030) 茶���3"茶���#ｒ�(0.310)(0.099) 

〟 免ﾂ繝C�"緜�"｢�7.984**3.748串* 釘繝#"｢｣2紊sR｢｢�5.018榊3.336** �����cC"���b�
(9.633)(1.522) 茶�縱c鋳��縱SB��(0.674)(0.572) 茶�緜湯茶�ﾃS3鋳�(9.267)(1.669) 

(7 �2紊#3��#XﾞR�2.639**1.909** �"��#弔｣�纉S"｢｢�1.887*凍1,811** �2紊c#�縱3い｢�

(2.043)(0.324) 茶��3s2茶���sｒ�(0.150)(0.143) 茶���3ｒ����#B��(2.271)(0.468) 

対数尤度 蔦�ッﾓ�ッ�-1,810-1,907 蔦Bﾃ���ﾓBﾃcS��-4,476-4,978 蔦#c�ﾓ3#B�

特許の価値 �#S��Sプ"�7a1,510b 釘ﾃ��&#�ﾃ#��"�5,081b1,091b 鼎f�3SV"�

データ数 ��3��3R�1,2761,301 �2ﾃ33�2ﾃ�s2�3,1673,337 ��s3#���

症)カッコ内は標準誤差, ¥*は5%有意,帯は10%有意を意味する.特許の価値は, a:億円, b:万円.

被引用のある特許と被引用のない特許について別々にモデルの推定をおこなった結果が,

表3にある.第一に被引用のない特許の陳腐化率に関しては,化学産業の陳腐化率が最も

高かった.化学産業は,被引用のある特許とない特許に区別していない場合の前述の推定

結果でも陳腐化率は高かった.輸送産業の陳腐化率が最も低かった.被引用のある特許と

ない特許に区別していない場合の前述の推定結果では,輸送産業の特許の陳腐化率はそれ

ほど低くはなかった.被引用のない特許では化学産業,電気機械産業,精密機械産業の陳

腐化率が比較的高く,輸送産業と医薬品産業の陳腐化率は低かった.医薬品産業の陳腐化

率は高い場合が多かったため,引用されているかどうか,つまり価値のある特許かどうか

が大きな影響を与えている.

第二に被引用のある特許に関する推定結果を調べてみよう.医薬品産業の陳腐化率が最

も大きかった.電気機械産業の陳腐化率が最も低かった.医薬品産業と輸送産業の陳腐化

率は,かなり高い値であった.化学産業の陳腐化率も高い値であった.電気機械産業,精

密機械産業の陳腐化率は値自体は絶対的には低くないが,他産業と比べるとかなり低かっ

た.医薬品産業と輸送産業では被引用のある特許の陳腐化率と被引用のない特許の陳腐化

率の差がかなり大きく,被引用のあるなしが決定的に影響している.化学は同様に影響し

ているが医薬品産業と輸送産業ほどではない.電気機械産業と精密機械産業では被引用の

有無による違いは小さく,被引用の影響は弱いといえる.

次に初期の値を調べていこう.被引用のない特許の場合は,以下のとおりである,化学

産業の初期の値が最も高く,輸送産業の初期の値が最も低かった.他の産業に関しは,電

気機械産業,精密機械産業で高く,医薬品産業は低く,陳腐化率の推定結果と同様な傾向
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であった.被引用のある場合も陳腐化率の推定結果と同様な傾向であった.

特許の価値については,医薬品産業の被引用ありで最も大きかった.っいで輸送相機械

産業の被引用ありが大きかった.電気機械,精密機械産業の被引用ありは,ほぼ同じ値で

あり,小さい値であった.被引用のない特許については,化学産業が最も大きかった.電

気機械,精密機械産業でついで大きかった.医薬品,輸送機械,化学産業では小さい値で

あった.医薬品,輸送機械,化学産業では,引用されている特許と引用されていない特許

ではその価値はきわめて異なっていた.逆に電気機械,精密機械産業では,引用されてい

る特許と引用されていない特許ではその価値はそれほど違っていなかった.したがって医

薬品,輸送機械,化学産業では,特許の重要性がきわめて高いことがわかった.

表4　推定結果(被引用数別)

全体　　　　　被引用0　　　　被引用1-3　　　被引用4-6　　　被引用7-

∂

(7

医　　薬

化　　学

〃　電気機械

精密機械

輸送機会

0.258**　　　　　　0.229**　　　　　　0.287等*

(0.013)　　　　(0.017)　　　　(0.025)

1.964**　　　　　1.871 **　　　　　　2.0455=*

(0.063)　　　　(0.080)　　　　(0.118)

4.290帯*　　　　　　3.540**　　　　　　4.996革*

(0.304)　　　　(0.379)　　　　(0.591)

4.160 **　　　　　　3.296**　　　　　　4.858 **

(0.276)　　　　(0.334)　　　　(0.539)

4.200**　　　　　　3.384**　　　　　　4.945 **

(0.274)　　　　(0.332)　　　　(0.540)

4.323**　　　　　　3.477**　　　　　　5.097等*

(0.281)　　　　(0.340)　　　　(0.554)

3.833 **　　　　　　3.068帯*　　　　　　4.364等*

(0.276)　　　　(0.338)　　　　(0.548)

0.370**　　　　　　0,524**

(0.051)　　　　(0.149)

2.307**　　　　　　2.756**

(0.255)　　　　(0.878)

7.036 **　　　　13.6981 **

(1.312)　　　　5.83102

7.544**　　　　　13.380 **

(1.317)　　　　(5,528)

7.265 **　　　　　12A48*":

(1.287)　　　　(5.238)

7.735帯*　　　　　13A91**

(1.338)　　　　(5.571)

7.187**　　　　　11.659**

(1.278)　　　　(5.097)

対数尤度

サンプル数

-23,853　　　　-12,061　　　　-8,107.7　　　　　-2,783　　　　-513.18

16,140　　　　　　8,055　　　　　　5,560　　　　　　2,013　　　　　　　412

症)カッコ内は標準誤差, *串は5%有意,串は10%有意を意味する.

被引用を4種類に分けてモデルを推定した結果が,表4にある.陳腐化率に関して調べ

ると,被引用が0つまりないケースは,陳腐化率が最も低い,逆に被引用が7以上の場合

紘,陳腐化率が最も大きく, 0.5を超えている.被引用が0, 1-2, 3-6, 7-と被引用

が増加するにつれて陳腐化率は,より大きくなっていく.

初期の価値については,被引用がない場合は,医薬品産業が大きく輸送産業で小さかっ

た.すべての産業間でそれほど大きな違いはなかった.被引用が7以上でも同様の傾向で

あった.被引用が7以上では,被引用がない場合と比較して,約4倍大きくなっている.

被引用が1-2のときも初期の価値の値の傾向は同じであったが,被引用が4-6の場合は,

精密機械産業で初期の価値の値が最も大きく,医薬品産業で最も小さい値であった.
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表5　特許の価値(被引用数別)

被引用0 儂ﾘ初w��ﾓ2�被引用4-6 儂ﾘ初w�rﾒ�

医薬 ��ﾃ3�Yiﾈ冷�4,824万円 �"纔壓冷�1,687億円 

化学 ��ﾃ�#��4,196 釘纈�1,227 

特許の価値電気機械 ��ﾃ����4,582 �2縒�483 

精密機械 ��ﾃ#3"�5,341 澱���1,371 

輸送機会 塔�R�2,544 �2紕�219 

特許の価値が表5にある.この結果では,医薬品の特許の価値が最も大きく,ついで精

密機械,化学の順であった.特に被引用が7以上では医薬品は大きな値であった.被引用

が1-3, 4-6では,精密機械の特許の価値が大きかった.輸送用機械産業の特許の価値

が最も低かった.全体としては,被引用が0と1-3では,特許の価値は小さいが,被引

用が4-6以上では,特許の価値が飛躍的に上昇している.特に被引用が7以上の特許の

価値は甚だしく大きい.

Ⅵ.結語

この論文では,特許の陳腐化率と初期の価値を推定することにより,特許の価値を質を

考慮して定量的に求めた.そこで特許の質についても定量的に評価額を求めることができ,

社会的にも有用である結果を得た.

われわれは,更新確率,維持年金のデータの構造から, ordered probit modelの利用

が,離散的に変化する更新コストを的確に捉えられる望ましい手法であることを提示して,

日本における陳腐化率を推定した.また特許の質として被引用数を用いることで,そのデー

タの性質を調べた.

まずすべてのデータで分析した結果,すべてのパラメータについて有意な推定結果を得

た.化学産業の推定された陳腐化率は0.32でかなり高い.他の産業では0.25付近であり

それほど推定された陳腐化率に違いはない.後藤ら(1986)によって推定された日本のマ

クロの陳腐化率は, 19%であった.英国,フランス,ドイツの推定された陳腐化率は, ll

%から　26%であった.したがって,われわれが日本について推定したものより低い値と

いえる.

特許の価値は,化学産業が最も大きく,最も小さい輸送機械産業の4倍以上になってい

る.医薬品産業も大きく,最も小さい輸送機械産業の2倍になっている.精密機械産業で

紘, 1.7倍であった.電気機械産業は,輸送機械産業とほぼ同じであった.
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被引用のある特許と被引用のない特許について別々にモデルの推定をおこなった結果で

は,第一に被引用のない特許の陳腐化率に関しては,化学産業の陳腐化率が最も高かった.

一輸送産業の陳腐化率が最も低かった.第二に被引用のある特許に関しては,医薬品産業の

陳腐化率が最も大きかった.精密機械産業の陳腐化率が最も低かった.医薬品産業と輸送

産業の陳腐化率は,全体的にかなり高い値であった.化学産業の陳腐化率の値も高い値で

あった.電気機械産業,精密機械産業の陳腐化率は,値自体は絶対的には低くないが,他

産業と比べるとかなり低かった.医薬品産業と輸送産業では被引用のある特許の陳腐化率

と被引用のない特許の陳腐化率の差がかなり大きく,被引用のあるなしが決定的に影響し

ている.化学は同様に影響しているが医薬品産業と輸送産業ほどではない.電気機械産業

と精密機械産業では被引用の有無による違いは小さく,被引用の影響は弱いといえる.

特許の価値については,医薬品産業の被引用ありで最も大きかった.っいで輸送用機械

産業の被引用ありが大きかった.電気機械,精密機械産業の被引用ありは,ほぼ同じ値で

あり,小さい値であった.被引用のない特許については,化学産業が最も大きかった.つ

いで電気機械,精密機械産業の順に大きかった.医薬品,輸送機械では小さい値であった.

医薬品,輸送機械,化学産業では,引用されている特許と引用されていない特許ではその

価値はきわめて異なっていた.逆に電気機械,精密機械産業では,引用されている特許と

引用されていない特許ではその価値はそれほど違っていなかった.したがって医薬品,袷

送機械,化学産業では,特許の重要性がきわめて高いことがわかった.

被引用を4種類に分けてモデルを推定した結果は,陳腐化率に関して調べると,被引用

が0つまりないケースは,陳腐化率が最も低い,逆に被引用が7以上の場合は,陳腐化率

が最も大きく, 0.5を超えている.被引用が0, 1-2, 3-6, 7-と被引用が増加するに

つれて陳腐化率は,より大きくなっていく.特許の件数をより細分化すると,医薬品の特

許の価値が最も大きく,ついで精密機械,化学の順であった.特に被引用が7以上では医

薬品は大きな値であった.被引用が1-3, 4-6では,精密機械の特許の価値が大きかっ

た.

特許の陳腐化率は産業間で異なっており,われわれの結果は,化学と医薬品産業におい

て他の産業よりも技術進歩率が高いことを示している.われわれは,同一産業においては,

陳腐化率は時間を通して一定と仮定していた.そこで陳腐化率の時間に対しての異質性を

考慮することが必要である.そうした拡張は今後の課題となろう.
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